
 
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年８月14日

【四半期会計期間】 第75期第１四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30

日)

【会社名】 東京汽船株式会社

【英訳名】 Tokyo Kisen Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　齊　藤　宏　之

【本店の所在の場所】 横浜市中区山下町２番地

【電話番号】 045(671)7713

【事務連絡者氏名】 常務取締役総務部長兼経理部長　　伊　藤　英津生

【最寄りの連絡場所】 横浜市中区山下町２番地

【電話番号】 045(671)7713

【事務連絡者氏名】 常務取締役総務部長兼経理部長　　伊　藤　英津生

【縦覧に供する場所】 東京汽船株式会社　千葉支店

 　(千葉市中央区中央港２丁目５番３号)

 株式会社東京証券取引所

 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

EDINET提出書類

東京汽船株式会社(E04336)

四半期報告書

 1/19



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第74期

第１四半期連結
累計期間

第75期
第１四半期連結
累計期間

第74期

会計期間

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　６月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成24年
　　３月31日

売上高 (千円) 2,980,3833,120,44812,349,151

経常利益 (千円) 156,287 247,864 862,622

四半期(当期)純利益 (千円) 69,503 186,453 480,543

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 79,172 201,556 513,839

純資産額 (千円) 16,008,69616,567,48116,442,936

総資産額 (千円) 21,922,00622,186,13621,779,507

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 6.98 18.73 48.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.7 71.3 72.1

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日～平成24年６月30日)の日本経済は、東日本大震災の復興需要

により企業収益や個人消費に持ち直しの動きが見られましたが、欧州通貨危機を背景にした円高の継続、株価低

迷、電力供給不安の影響で依然景気の先行きの不透明さは払拭されておりません。

こうした環境下、当社グループの業況は、主力の曳船事業が入出港船舶数の減少により減収を余儀なくされた

ものの、旅客船事業、売店・食堂事業の売上高は震災の影響から回復しつつあり、グループ全体の売上高は3,120

百万円(前年同期比4.7％増)となりました。利益面では営業利益が146百万円(前年同期比258.2％増)、経常利益

が247百万円(前年同期比58.6％増)、四半期純利益は186百万円(前年同期比168.3％増)となりました。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりです。

 

曳船事業

曳船事業セグメントは、曳船作業対象船舶の東京湾への入出港数がコンテナ船をはじめ減少したため曳船

作業数は減少しました。前年同期に比べて燃料油価格調整金の増加はあったものの、売上高は2,279百万円(前

年同期比1.8％減)となりました。

利益面では売上高が減少した一方、コスト削減により売上原価が減って営業利益が137百万円(前年同期比

16.6％増)となりました。

 

旅客船事業

旅客船事業セグメントは、カーフェリー部門においてはアクアラインの通行料金値下げの浸透という悪影

響があったものの、利用客は緩やかながらも回復傾向が見られるようになりました。

横浜港の観光船部門は季節ごとのイベント企画が好評であったことと、震災の影響による前期の落ち込み

からの回復により乗船人数が増加しました。一方交通船部門は湾内高速艇運航受託船が１隻増加したことか

ら増収となり、両部門併せての売上高は34.3％の増加となりました。

この結果、旅客船事業セグメントの売上高は626百万円(前年同期比30.5％増)となり５百万円の営業利益

(前年同期は67百万円の営業損失)となりました。
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売店・食堂事業

売店・食堂事業セグメントは、客数が団体客についての動きは鈍いものの、全体的には緩やかな回復傾向を

たどりました。売上高は214百万円(前年同期比20.3％増)となり、営業利益３百万円(前年同期は９百万円の営

業損失)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ、406百万円増加し22,186百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が293百万円増加し、減価償却が進んだことで船舶が225百万円減少しましたが、土

地及び建物の取得等を中心とした設備投資が334百万円発生したことによるものです。

 

負債は、前連結会計年度末に比べ、282百万円増加し5,618百万円となりました。これは、主に賞与支給が第２四

半期になるため賞与引当金が159百万円増加し、未払法人税等が138百万円増加したことによるものです。

 

純資産は、前連結会計年度末に比べ、124百万円増加し16,567百万円となりました。これは主に当第１四半期連

結会計期間に持分法適用会社を１社新規に取込んだことで73百万円増加したことに加え、第１四半期純利益が

186百万円計上されましたが、剰余金の配当を149百万円実施したことによるものです。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末より0.8％減少し71.3％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,040,000

計 40,040,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,00010,010,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 10,010,00010,010,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 10,010 ― 500,500 ― 75,357

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

53,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,913,000
9,913同上

単元未満株式
普通株式

44,000
― 同上

発行済株式総数 10,010,000― ―

総株主の議決権 ― 9,913 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式527株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京汽船㈱

横浜市中区山下町２番地 53,000 ― 53,000 0.53

計 ― 53,000 ― 53,000 0.53
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号)並びに「四半期連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」と

いう。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年６月30日)

売上高 2,980,383 3,120,448

売上原価 2,418,605 2,457,886

売上総利益 561,777 662,562

販売費及び一般管理費

販売費 67,869 75,060

一般管理費 452,957 440,808

販売費及び一般管理費合計 520,827 515,868

営業利益 40,950 146,694

営業外収益

受取利息 2,357 2,306

受取配当金 33,761 16,344

負ののれん償却額 3,438 3,438

持分法による投資利益 61,452 71,764

その他 21,689 14,328

営業外収益合計 122,699 108,183

営業外費用

支払利息 6,859 6,587

その他 503 426

営業外費用合計 7,362 7,013

経常利益 156,287 247,864

特別利益

受取保険金 8,179 －

固定資産売却益 － ※1
 46,202

特別利益合計 8,179 46,202

税金等調整前四半期純利益 164,466 294,067

法人税、住民税及び事業税 141,984 171,881

法人税等調整額 △61,036 △80,231

法人税等合計 80,947 91,649

少数株主損益調整前四半期純利益 83,519 202,417

少数株主利益 14,015 15,963

四半期純利益 69,503 186,453
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 83,519 202,417

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △16,034 △33,742

持分法適用会社に対する持分相当額 11,688 32,881

その他の包括利益合計 △4,346 △861

四半期包括利益 79,172 201,556

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 65,500 187,184

少数株主に係る四半期包括利益 13,672 14,371
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　(2)【四半期連結貸借対照表】
(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,530,092 7,823,263

受取手形及び売掛金 2,391,791 2,351,150

商品 23,039 26,299

貯蔵品 124,153 107,612

繰延税金資産 104,017 176,307

その他 305,574 283,582

貸倒引当金 △4,782 △4,035

流動資産合計 10,473,886 10,764,180

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 314,777 395,794

船舶（純額） 4,629,761 4,404,028

土地 1,292,730 1,435,628

その他（純額） 44,030 132,724

有形固定資産合計 6,281,299 6,368,175

無形固定資産 48,137 56,832

投資その他の資産

投資有価証券 1,447,586 1,395,714

関係会社株式 1,771,613 1,826,455

繰延税金資産 226,085 248,151

その他 1,577,904 1,570,215

貸倒引当金 △47,006 △43,589

投資その他の資産合計 4,976,184 4,996,947

固定資産合計 11,305,621 11,421,955

資産合計 21,779,507 22,186,136
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,001,585 931,860

短期借入金 1,653,670 1,678,671

未払法人税等 32,990 171,887

役員賞与引当金 35,000 8,750

賞与引当金 217,274 376,425

その他 232,530 307,672

流動負債合計 3,173,052 3,475,267

固定負債

長期借入金 97,535 90,035

退職給付引当金 1,111,900 1,103,953

役員退職慰労引当金 364,911 371,187

特別修繕引当金 338,751 337,065

繰延税金負債 148,044 143,571

資産除去債務 2,855 2,865

負ののれん 81,086 77,647

その他 18,435 17,062

固定負債合計 2,163,518 2,143,387

負債合計 5,336,570 5,618,654

純資産の部

株主資本

資本金 500,500 500,500

資本剰余金 75,357 75,357

利益剰余金 15,379,260 15,490,356

自己株式 △39,400 △39,711

株主資本合計 15,915,716 16,026,502

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,562 △27,588

為替換算調整勘定 △218,246 △185,364

その他の包括利益累計額合計 △213,683 △212,952

少数株主持分 740,903 753,931

純資産合計 16,442,936 16,567,481

負債純資産合計 21,779,507 22,186,136
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、東京シップサービス㈱は重要性が増したため、持分法適用の範囲に含めており

ます。

 

【会計方針の変更等】

 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※１　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

―――――  船舶 46,202千円

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

　　連結子会社以外の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度

(平成24年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

１　双葉船舶㈱ 97,500千円 １　双葉船舶㈱ 93,750千円

２　新昌船舶㈱ 84,143  ２　新昌船舶㈱ 79,715

　　　計 181,643  　　　計 173,465
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 230,704千円  216,416千円

負ののれんの償却額 3,438   3,438

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 199,147 20.00平成23年３月31日平成23年６月30日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 149,347 15.00平成24年３月31日平成24年６月29日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,322,250480,130178,0032,980,383 ― 2,980,383

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,890 12,346 1,204 15,440△15,440 ―

計 2,324,140492,476179,2072,995,823△15,4402,980,383

セグメント利益又は損失(△) 118,254△67,683△9,620 40,950 ― 40,950

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,279,796626,542214,1093,120,448 ― 3,120,448

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,145 16,090 1,109 19,345△19,345 ―

計 2,281,942642,633215,2183,139,794△19,3453,120,448

セグメント利益 137,8415,711 3,141146,694 ― 146,694

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6.98円 18.73円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額 69,503千円 186,453千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円

普通株主に係る四半期純利益金額 69,503千円 186,453千円

普通株式の期中平均株式数 9,957,352株 9,956,136株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成24年８月14日

東京汽船株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　下　　和　　俊　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　叙　　男　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京汽船株
式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成24年４月１
日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結貸借対照表及び注記
について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京汽船株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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